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証券コード：4990
2020年６月８日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 赤 坂 二 丁 目 1 4 番 3 2 号

代表取締役社長 石 橋 健 藏

第93期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第93期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。

昨今の新型コロナウィルス感染症の影響を踏まえ、慎重に検討いたしました結果、
本株主総会につきましては、適切な感染防止策を実施させていただいた上で開催さ
せていただくことといたしました。

株主の皆様におかれましては、感染拡大防止の観点から、本株主総会につきまし
ては書面による事前の議決権行使をしていただき、開催当日の株主様の健康状態に
かかわらず、当日のご来場は極力お控えいただきますよう強くお願い申しあげます。

議決権の行使につきましては、後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年６月25日（木曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時（午前９時開場）
２．場 所 東京都港区赤坂２丁目14番27号　国際新赤坂ビル東館14階

TKP赤坂駅カンファレンスセンター　ホール14B
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第93期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第93期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役1名選任の件

以　上

－ 1 －

株主各位
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１．当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
２．連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきましては、

法令および当社定款第19条に基づき、当社ウェブサイト（https://www.showa-
chemical.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載し
ておりません。なお、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそ
れぞれ作成するに際して監査した連結計算書類および計算書類には、本提供書面記
載のもののほか、当社ウェブサイトに掲載している「連結注記表」および「個別注
記表」も含まれております。

３．株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

４．当日、会場におきまして、役職員はノーネクタイの軽装（クールビズ）にて対応さ
せていただきます。

５．ご来場の株主様にお配りしておりましたお土産は、第91期定時株主総会より廃止
させていただいております。

〔新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止に係る株主様へのお願い〕

　本総会におきましては、株主様のご来場は極力お控えいただきたく存じますが、会場
における株主様や役職員の安全確保と感染拡大防止を最優先とするため、当日、会場に
おきまして以下の取り組みを実施いたします。出席株主の皆様におかれましては、ご理
解とご協力をお願い申しあげます。

①株主様席につきましては、お席間隔を拡げることにより席数が例年より減少した結
果、せっかくご来場いただいたにもかかわらず、やむを得ず入場をお断りする場合が
ございます。

②ご来場の株主様は、会場に配備されたアルコール消毒液による手指消毒、並びにマス
クの持参と着用をお願いします。

③「息苦しさ、強いだるさ、高熱等の強い症状のいずれかがあると思われる方」、「高
齢または基礎疾患がある方で発熱やせき等の比較的軽い風邪症状がある方」、「比較
的軽い風邪が続いている方」、「海外から帰国されてから14日間が経過していない
方」等については、感染拡大防止の観点からやむを得ず入場をお断りさせていただく
場合がございます。

④役職員は、体調を確認の上、マスク着用で応対をさせていただきます。

⑤本総会の開催時間を可能な限り短縮する観点から、議場における報告事項（監査報告
を含みます）および議案の詳細説明等は省略させていただく場合がございますので、
事前に招集ご通知をお目どおしください。

⑥本総会当日までの感染拡大の状況や政府の発表内容等により、本総会の運営に係る各
種対応を変更する可能性があります。事前に当社ウェブサイトにて情報をご確認く
ださい。

－ 2 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、消費税増税や自然災害の影響

等下振れ圧力があったものの、堅調な雇用や所得環境等を背景に緩やか
な回復基調で推移しました。しかしながら、米中貿易摩擦や通商問題に
よる緊張感の持続に加え、新型コロナウィルス感染症の影響により経済
活動が大きく制限される等、景気は以前にも増して先行き不透明な状況
が続いております。

当業界におきましては、以前からの国内需要の伸び悩み等に加え、新
型コロナウィルス感染症による影響の懸念もあり、引き続き厳しい状況
で推移しております。

このような経営環境の中、当社グループ（当社並びに連結子会社及び
持分法適用会社）におきましては、お客様のご要望や潜在的ニーズに対
し、より専門性の高いご提案や解決策を提供させていただくべく積極的
な拡販活動を展開しました。その結果、売上高は82億５百万円（前期比
1.4％減）となりました。

製品分野別では以下のような状況となりました。
濾過助剤分野は、主にビール類・清涼飲料水・甘味料・調味料等の食

品工業、抗生物質等の製薬工業、油脂・合成樹脂等の化学工業、ごみ焼
却場等で使用される当社の主力製品群です。当連結会計年度におきまし
ては、清涼飲料向け製品並びに海外市場での売上が増加しましたが、化
学工業向け製品、製薬工業向け製品等全般的に売上が伸び悩みました。

建材・充填材分野は、主に住宅用建材や土木資材、シリコーンゴム等
に使用される製品群です。当連結会計年度におきましては、住宅用建材
向け製品の売上が増加しましたが、各種充填材向け製品の売上が伸び悩
みました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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化成品分野は、主にプールや温浴施設及び浄化槽向けの塩素系消毒剤、
産業排水向けの高活性微生物剤等の水処理関連製品群です。当連結会計
年度におきましては、プール用並びに浄化槽用塩素剤ともに売上が減少
しました。

その他の製品は、主に珪藻土粒状品及びデオドラント製品や浴室関連
機器等の生活関連用品、その他スポットで発生する製品群です。当連結
会計年度におきましては、各種化学品等の売上が増加したものの、浴室
関連機器の売上が減少しました。

利益面におきましては、全社規模でのコスト削減策を実施する等各種
施策を推進しましたが、製造原価の上昇に加え輸送費が増加した影響及
び持分法投資利益の減少等により経常利益は５億50百万円（同17.0％
減）、災害による損失を計上した影響等により親会社株主に帰属する当
期純利益は３億70百万円（同22.4％減）となりました。

②　設備投資の状況
当連結会計年度において、３億５百万円（前期は２億67百万円）の設

備投資を実施いたしました。その主な内容は珪藻土・パーライト製品製
造工場の改修等であります。

③　資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達につきましては、昭和化学工業株式会社に

おきまして第39回無担保社債（社債総額１億円）、第40回無担保社債
（社債総額１億円）、第41回無担保社債（社債総額１億円）を発行いた
しました。調達資金は設備の更新および運転資金に充当しております。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

第90期
(2017年３月期)

第91期
(2018年３月期)

第92期
(2019年３月期)

第93期
(当連結会計年度)
(2020年３月期)

売 上 高（百万円） 8,114 8,113 8,318 8,205
親会社株主に帰属
する当期純利益 （百万円） 462 490 476 370

１株当たり当期純利益 （円） 43.78 46.34 45.02 34.97

総 資 産（百万円） 11,127 11,670 11,603 11,758

純 資 産（百万円） 4,269 4,944 5,153 5,360

②　当社の財産及び損益の状況

第90期
(2017年３月期)

第91期
(2018年３月期)

第92期
(2019年３月期)

第93期
(当事業年度)
(2020年３月期)

売 上 高（百万円） 7,243 7,269 7,348 7,284

当 期 純 利 益（百万円） 423 331 332 247

１株当たり当期純利益 （円） 38.55 30.12 30.21 22.55

総 資 産（百万円） 10,010 10,465 10,367 10,232

純 資 産（百万円） 3,957 4,401 4,514 4,569

－ 5 －

財産及び損益の状況
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⑶　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率
(％)

主要な事業内容

白 山 工 業 株 式 会 社 50百万円 68.6
（30.4） 珪藻土製品製造

日 昭 株 式 会 社 10百万円 100.0 パーライト製品
の製造業務請負

ＳＫＫ不動産株式会社 10百万円 100.0 不動産の売買、
賃貸及び管理

北京瑞来特貿易有限公司 150万US＄ 100.0 珪藻土製品販売

（注）「当社の議決権比率」の（　）内は、子会社及び緊密な者の所有割合で外数となってお
ります。

⑷　対処すべき課題
当社グループをとりまく経営環境は、堅調な雇用や所得環境等が景気の下

支えとなったものの、通商問題の緊張感の持続や新型コロナウィルス感染症
の感染拡大リスク等、今後も予断を許さない状況が続くと予想されます。

このような中、当社グループは「お客様のため、社会のため、人間生活向
上のため、貴重な資源を限りなく有効に活用し、広く産業を支え、豊かな明
日を構築することに貢献する。」ことを経営理念として掲げており、その実
現に努めております。

さらに、ニューノーマルといわれる新たな価値観や行動様式、気候変動社
会への対応等、当社グループを取り巻く経営環境の変化に迅速に対応しなが
ら、質の高い商品・サービスの提供を続けるという使命を実現すべく次の課
題に対処してまいります。

①　既存事業の深化と拡大
②　M&Aを含めた新規事業の構築と育成
③　生産工程の見直し及び販売管理費の圧縮による収益性の向上と
　　財務体質の強化
④　長期的な原料供給体制の構築
⑤　環境と安全に配慮した経営の推進
⑥　人材の育成及び社内制度の改善等による組織活性化の推進

－ 6 －

重要な子会社の状況、対処すべき課題
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⑸　主要な事業内容（2020年３月31日現在）

区 分 主要な製品名または使用用途

珪藻土製品の製造・販売 主な製品名 “ラヂオライト”
使用用途は濾過助剤、建材・充填材等

パーライト製品の製造・
販売

主な製品名 “トプコ”、“ハードライト”
使用用途は濾過助剤、建材・充填材等

化成品の販売 プール用塩素剤、温浴施設用塩素剤等

生活関連品の製造・販売 消臭剤“イオンダッシュ”、浴室関連機器等

⑹　主要な拠点等（2020年３月31日現在）

昭 和 化 学 工 業 株 式 会 社

本 社 東京都港区赤坂二丁目14番32号
販 売 拠 点 東京都港区、大阪府大阪市北区

福岡県北九州市小倉北区
生 産 拠 点 秋田県北秋田市、栃木県芳賀郡

岡山県真庭市、山形県鶴岡市
研 究 分 析
セ ン タ ー 鳥取県倉吉市

白 山 工 業 株 式 会 社
（ 子 会 社 ）

本 社 東京都港区
工 場 大分県玖珠郡

日 昭 株 式 会 社
（ 子 会 社 ）

本 社 東京都港区
事 業 所 山形県鶴岡市

⑺　使用人の状況（2020年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
215（７）名 ４名減（１名増）

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
167（５）名 ４名増（１名減） 46.5歳 17.9年

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

－ 7 －

主要な事業内容、主要な拠点等、使用人の状況
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⑻　主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
借 入 先 借　　入　　額（百万円）

株式会社 三 井 住 友 銀 行 744
株式会社 み ず ほ 銀 行 742
株式会社 北 陸 銀 行 426
株式会社 り そ な 銀 行 426
株式会社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 410

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記事項はありません。

－ 8 －

主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 32,000,000株
②　発行済株式の総数 11,979,000株（自己株式987,039株を含む）
③　株主数 3,074名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

シ グ マ 株 式 会 社 1,938 17.63

石 橋 健 藏 1,419 12.91

公 益 財 団 法 人 　 石 橋 奨 学 会 1,000 9.10

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 770 7.01

白 山 工 業 株 式 会 社 426 3.88

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 390 3.55

昭 和 化 学 工 業 取 引 先 持 株 会 380 3.46

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 331 3.01

石 橋 敬 子 316 2.88

北 沢 産 業 株 式 会 社 255 2.32
（注）１．当社は、自己株式を987,039株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお

ります。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．上記の所有株式の他、2020年３月31日現在の役員持株会での持分として、石橋健

藏氏が23,278株を所有しております。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（2020年３月31日現在）
氏 名 会社における

地 位 担当及び重要な兼職の状況

石 橋 健 藏 取締役社長
(代表取締役)

白山工業株式会社　代表取締役
日昭株式会社　代表取締役
オーベクス株式会社　社外取締役

田 子 　 薫 専務取締役 技術開発推進部長

小 関 　 肇 取締役
(常勤監査等委員)

波 光 史 成 社外取締役
(監査等委員)

公認会計士・税理士
(税理士法人レゾンパートナーズ　代表社員)
(東洋製罐グループホールディングス株式会社　社外監査役)

神 　 谷 　 宗 之 介 社外取締役
(監査等委員)

弁護士
(神谷法律事務所　所長)
(株式会社パシフィックネット　社外取締役)
(株式会社日本デジタル研究所　社外監査役)

（注）１．取締役(監査等委員)波光史成氏、並びに取締役(監査等委員)神谷宗之介氏は社外取
締役であります。

２．取締役(監査等委員)波光史成氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務
及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために小関　肇氏
を常勤の監査等委員として選定しております。

４．当社は、取締役(監査等委員)波光史成氏、並びに取締役(監査等委員)神谷宗之介氏
を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

②　取締役の報酬等の総額
 当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 員　　　数（名） 報酬等の総額(百万円)

取締役（監査等委員を除く） ２ 80
（う ち 社 外 取 締 役） （－） （－）
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） ３ 20
（う ち 社 外 取 締 役） （２） （７）

合 計 ５ 100
（注）１．取締役の報酬等の総額に、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第89期定時株主総会において、取
締役（監査等委員を除く。）について年額240百万円以内（ただし、使用人分給与
は含まない。）、取締役（監査等委員）について年額50百万円以内と決議いただい
ております。

３．役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を
計上しております。なお、当社は2006年６月29日開催の第79期定時株主総会にお
いて、役員退職慰労引当金制度を廃止することを決議いただいております。

－ 10 －

会社役員の状況
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③　社外役員に関する事項
１．取締役（監査等委員）　波光史成

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当
該他の法人等との関係
税理士法人レゾンパートナーズの代表社員であります。なお、当

社と税理士法人レゾンパートナーズとの間に取引等の関係はありま
せん。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当
該他の法人等との関係

　東洋製罐グループホールディングス株式会社の社外監査役であり
ます。なお、当社と東洋製罐グループホールディングス株式会社と
の間に取引等の関係はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度に開催された取締役会13回のうち全てに出席、また、
監査等委員会12回のうち11回に出席し、発言は都度適宜行われ、
公認会計士としての知見に基づき、特に会計的な視点から適切な意
見の表明がありました。

ニ．責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締

結しておりません。

２．取締役（監査等委員）　神谷宗之介
イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当

該他の法人等との関係
　神谷法律事務所の所長であります。なお、当社と神谷法律事務所
との間に取引等の関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当
該他の法人等との関係

　株式会社パシフィックネットの社外取締役、並びに株式会社日本
デジタル研究所の社外監査役であります。なお、当社と株式会社パ
シフィックネット、及び株式会社日本デジタル研究所との間に取引
等の関係はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度に開催された取締役会13回のうち全てに出席、監査等
委員会12回のうち全てに出席し、発言は都度適宜行われ、弁護士と
しての知見に基づき、特に法的な視点から適切な意見の表明があり
ました。

ニ．責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締
結しておりません。

－ 11 －

会社役員の状況
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　八重洲監査法人

②　報酬等の額

支 払 額（百万円）

当社の当事業年度に係る会計監査人の報
酬等の額 19

当社及び子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額 19

 
（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

 

　　　2．監査等委員会は、会計監査人の監査計画内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見
積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監
査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または
不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す
ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解
任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任
後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締結し

ておりません。

－ 12 －

会計監査人の状況
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。
　１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制
　①当社及び当社子会社の全ての役職員が、法令及び定款、経営理念を遵守

した行動をとるための「経営計画書」を定めるとともに、「職務分掌規
程」により職務範囲を明確にすることで、適正な事業活動を推進できる
体制を整備しております。

　②内部監査室の設置やコンプライアンス研修会等、コンプライアンスに係
る各種取り組みを行い、社内啓蒙を積極的に推進しております。

　③法令上疑義のある行為等について、外部専門家による相談窓口を設置し
ております。

　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　当社は、法定文書の他、重要な職務執行に係る情報が記載された文書ま

たは電磁的媒体を関連資料とともに記録し、規定に基づき、整理及び保
管しております。

　３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　当社及び当社子会社は、業務遂行に伴うリスク管理をするための「リス

ク管理規程」に基づき、リスク管理委員会によるリスク抽出と分析、及
びその対応策を検討することで適切にリスク管理を行っております。

　４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　①当社は、原則として毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応

じて臨時取締役会を開催し、法令・定款に定める事項のほか、「取締役
会規則」「決裁権限規程」に定める重要な業務執行に関する事項等の審
議、報告を行っております。

　②当社は、取締役会が決定した目標に対し、その進捗や成果を評価・協議
するとともに、「決裁権限規程」に規定されている重要事項の審議・決
定機関として経営会議を設置しております。当該会議には、担当取締役
及び常勤の監査等委員が出席し、適宜適切に運営しております。

－ 13 －
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　５．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制

　①当社及び当社子会社は、連結経営を基軸に関係各社の強みを最大限に活
用しつつ経営計画の効率的達成に尽力しております。

　②当社子会社におけるコンプライアンスに係る各種取り組みは当社の体制
に準拠しております。

　③当社子会社の経営意思決定にかかる重要事項については、稟議手続を通
じて当社に報告され、当社の取締役会において審議決裁が行われており
ます。

　６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合
における当該使用人に関する事項

　　監査等委員会からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた
場合、その職務を補助する使用人を本社管理部門から選任することがで
きるものとしております。

　７．監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である
取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

　①監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指揮命令下
で業務を行い、監査等委員会の指示した業務については、必要な情報の
収集権限を有し、監査等委員会以外からの指揮命令は受けないものとし
ております。

　②監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動・人事評価・懲戒処
分等は、あらかじめ監査等委員会の承認を得なければならないものとし
独立性を確保しております。

　８．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員
に報告するための体制、その他の監査等委員への報告に関する体制

　①監査等委員は、毎月開催の取締役会及びその他重要な会議に出席し、事
業や取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行状況等に係
る報告を受けるとともに監視を行っております。

　②前記に関わらず、監査等委員は必要に応じて取締役（監査等委員である
取締役を除く。）及び使用人に対し各種報告を求めることができるもの

－ 14 －

業務の適正を確保するための体制
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としております。
　③当社及び当社子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び

使用人は、法令等の違反行為等、当社及び当社子会社に著しい損害を及
ぼす恐れがある事実について、発見次第、直ちに当社の監査等委員又は
監査等委員会に対し報告を行うことにしております。

　④上記の報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止して
おります。監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、
その命令に関し取締役等の指揮命令を受けないものとしております。ま
た、選任された使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分は、監査等委員
会の承認を得なければならないものとし独立性を確保しております。

　９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための
体制

　①監査等委員は、取締役会その他重要会議に出席することで、適宜、取締
役（監査等委員である取締役を除く。）その他重要な使用人から職務の
執行状況を聴取するほか、関係資料を閲覧しております。

　②監査等委員は会計監査人、内部監査室等と定期的に協議する等緊密性を
保ち、会社が対処すべき課題、監査等委員監査の環境整備の状況、その
他監査上の重要課題等について意見や情報交換を行い、監査が適正に実
施される体制を整備しております。

　③監査等委員会は、その職務の執行にあたり必要に応じて独自に外部専門
家を起用することができる機会を保障されるものとしております。

　④監査等委員が当社に対してその職務の執行について生ずる費用の前払又
は支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、担当
部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員
の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応
じることとしております。

１０．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社グループは反社会的勢力による不当要求に対し毅然とした態度を堅
持し、当該勢力との一切の関係を持たないことを原則としております。
統括部署は総務企画部とし、平素より外部専門機関等から情報収集を行
い、事案の発生時には関係行政機関や顧問弁護士等の助言をもとに速や
かに対応できる体制を構築しております。

－ 15 －
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⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の
概要は以下のとおりであります。

　１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

　　当社は、取締役及び使用人が法令、定款及び経営理念を遵守した行動を
とるための「経営計画書」を定めるとともに、「職務分掌規程」により
職務範囲を明確に定め、職務執行の適正化を推進しております。また、
コンプライアンスに係る社内啓蒙を図るため、当事業年度におきまして
は、当社及び子会社の全ての常勤取締役及び場所長を対象としたコンプ
ライアンス研修を２回開催しました。

　２．取締役の職務の執行
　　当事業年度における取締役会を13回開催し、法令・定款に定める事項の

ほか、取締役会規則・決裁権限規程に定める重要な業務執行に関する事
項等の審議、報告を行いました。

　３．監査等委員の職務の執行
　　当事業年度における監査等委員会を12回開催し、監査方針・監査計画の

協議や監査状況の報告等を行うとともに、取締役会や経営会議等の重要
な会議体への出席により、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合し
ていることの確認を行いました。また、会計監査人及び内部監査室と連
携し、当社及び子会社の事業運営状況の確認を行うことにより、当社及
び子会社における職務の執行に関する適法性・有効性の確認を行いまし
た。なお、監査等委員からその職務の執行について生ずる費用または債
務償還の請求があった際は、当該監査等委員の職務の執行に必要でない
と認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理しており
ます。

　４．リスク管理
　　当事業年度におけるリスク管理委員会を１回開催し、「リスク管理規程」

に基づき、各部門でのリスク抽出とその対応策を検討し、適切なリスク
管理を行いました。

－ 16 －
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貸　借　対　照　表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 渡 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
原 料 用 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
施 設 利 用 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,838,817
2,040,162

733,407
1,342,347

241,394
275,183
133,466
58,602
16,855
27,500
50,661
2,865

△83,629

5,394,127
2,713,959

543,246
299,977
680,770

4,768
24,299

628,542
468,083
13,717
50,553

40,468
37,623
1,314
1,530

2,639,700
1,024,654

835,295
404,080

536
207,081
20,739

228,523
△81,212

流 動 負 債 3,760,096
支 払 手 形 329,778
買 掛 金 624,229
短 期 借 入 金 1,969,000
一年内返済予定の長期借入金 190,460
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 260,000
リ ー ス 債 務 7,512
未 払 金 157,840
未 払 費 用 29,865
未 払 法 人 税 等 67,731
前 受 金 69,012
賞 与 引 当 金 40,306
そ の 他 14,360

固 定 負 債 1,903,692
社 債 460,000
長 期 借 入 金 565,170
リ ー ス 債 務 16,724
役員退職慰労引当金 17,406
退 職 給 付 引 当 金 754,935
そ の 他 89,455

負 債 合 計 5,663,789
純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,257,887
資 　 本 　 金 598,950
資 本 剰 余 金 586,803

資 本 準 備 金 527,529
その他資本剰余金 59,273

利 益 剰 余 金 3,234,494
利 益 準 備 金 149,737
その他利益剰余金 3,084,756

固定資産圧縮積立金 135,179
特 別 償 却 準 備 金 45,923
別 途 積 立 金 1,000,000
繰越利益剰余金 1,903,654

自 己 株 式 △162,360

評価・換算差額等 311,267
その他有価証券
評 価 差 額 金 311,267

純 資 産 合 計 4,569,155
資 産 合 計 10,232,945 負債及び純資産合計 10,232,945

－ 17 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 7,284,846

売 上 原 価 4,968,275

売 上 総 利 益 2,316,570

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,027,910

営 業 利 益 288,659

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 75,283

そ の 他 117,871 193,154

営 業 外 費 用

支 払 利 息 39,092

減 損 損 失 14,865

そ の 他 34,012 87,970

経 常 利 益 393,842

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 511 511

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13,973

災 害 に よ る 損 失 14,547 28,520

税 引 前 当 期 純 利 益 365,834

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 136,810

法 人 税 等 調 整 額 △18,854 117,956

当 期 純 利 益 247,877

－ 18 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主
資 本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
特 別 償 却
準 備 金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
2019年４月１日　残高 598,950 527,529 59,273 586,803 149,737 143,331 68,884 1,000,000 1,679,622 3,041,576 △162,330 4,064,969

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △54,959 △54,959 △54,959
特別償却準備金
の 取 崩 △22,961 22,961 － －
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △8,151 8,151 － －

当 期 純 利 益 247,877 247,877 247,877
株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － － △8,151 △22,961 － 224,031 192,918 － 192,918

2020年３月31日　残高 598,950 527,529 59,273 586,803 149,737 135,179 45,923 1,000,000 1,903,654 3,234,494 △162,360 4,257,887

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

2019年４月１日　残高 449,986 449,986 4,514,956

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △54,959
特別償却準備金
の 取 崩 －

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 －

当 期 純 利 益 247,877

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

△138,718 △138,718 △138,718

事業年度中の変動額合計 △138,718 △138,718 54,199

2020年３月31日　残高 311,267 311,267 4,569,155

－ 19 －

株主資本等変動計算書
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
原 料 用 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

5,663,088
2,291,652
2,349,840

293,335
440,762
158,407
133,365
△4,275

6,095,847
2,871,076

948,569
718,545
637,592
473,662
13,717
50,553
28,436
45,333
45,333

3,179,438
2,497,536

65,430
209,038
154,005
334,605

△81,178

流 動 負 債 4,220,714
支払手形及び買掛金 825,292
短 期 借 入 金 2,377,909
一年内返済予定の長期
借 入 金 243,976

一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 260,000
リ ー ス 債 務 7,512
未 払 法 人 税 等 83,740
賞 与 引 当 金 43,449
そ の 他 378,834

固 定 負 債 2,177,305
社 債 460,000
長 期 借 入 金 674,902
リ ー ス 債 務 16,724
繰 延 税 金 負 債 74,820
役員退職慰労引当金 18,998
退職給付に係る負債 833,584
そ の 他 98,275

負 債 合 計 6,398,020
純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,862,345
資 本 金 598,950
資 本 剰 余 金 576,896
利 益 剰 余 金 4,121,948
自 己 株 式 △435,449

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 496,751

その他有価証券
評 価 差 額 金 491,715

土地再評価差額金 △11,206
為替換算調整勘定 16,242

非支配株主持分 1,820
純 資 産 合 計 5,360,916

資 産 合 計 11,758,936 負債及び純資産合計 11,758,936

－ 20 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 8,205,626
売 上 原 価 5,549,493

売 上 総 利 益 2,656,133
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,243,529

営 業 利 益 412,603
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 41,570
持 分 法 投 資 利 益 57,203
そ の 他 138,066 236,840

営 業 外 費 用
支 払 利 息 44,490
減 損 損 失 14,865
そ の 他 39,196 98,552

経 常 利 益 550,891
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 651 651
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13,973
災 害 に よ る 損 失 14,547 28,520

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 523,023
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 166,774
法 人 税 等 調 整 額 △15,164 151,610
当 期 純 利 益 371,412
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,281
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 370,131

－ 21 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2019年４月１日　残高 598,950 570,908 3,804,643 △420,322 4,554,179

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △52,826 △52,826
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 370,131 370,131
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 5,987 △15,127 △9,139

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 5,987 317,305 △15,127 308,166

2020年３月31日　残高 598,950 576,896 4,121,948 △435,449 4,862,345

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持
分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包
括利益累計
額 合 計

2019年４月１日　残高 565,957 △11,210 34,779 589,525 9,879 5,153,585

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △52,826
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 370,131
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △9,139

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △74,241 3 △18,536 △92,774 △8,059 △100,834

連結会計年度中の変動額合計 △74,241 3 △18,536 △92,774 △8,059 207,330

2020年３月31日　残高 491,715 △11,206 16,242 496,751 1,820 5,360,916

－ 22 －

連結株主資本等変動計算書
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月22日

昭和化学工業株式会社
取締役会　御中

八重洲監査法人
東京都千代田区
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 田 勇 蔵 ㊞
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 邊 考 志 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、昭和化学工業株式会社の
2019年4月1日から2020年3月31日までの第93期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項
を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 23 －

個別会計監査報告
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判
断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切で
ない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求
められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、
及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上

－ 24 －

個別会計監査報告



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/27 0:08:14 / 19596781_昭和化学工業株式会社_招集通知（Ｃ）

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月22日

昭和化学工業株式会社
取締役会　御中

八重洲監査法人
東京都千代田区
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 田 勇 蔵 ㊞
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 邊 考 志 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、昭和化学工業株式会社の2019
年4月1日から2020年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、昭和化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

－ 25 －

連結会計監査報告
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記
事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 26 －

連結会計監査報告
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第93

期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その
方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる

事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等
からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

－ 27 －

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

⑶連結計算書類の監査結果
会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

2020年５月29日

昭和化学工業株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 小 関 　 肇 ㊞
監 査 等 委 員 波 光 史 成 ㊞
監 査 等 委 員 神　谷　宗之介 ㊞

（注）監査等委員 波光史成氏及び神谷宗之介氏は、会社法第２条第15号及び第
331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 28 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項

第93期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展
開等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類

金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、54,959,805円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2020年６月29日といたしたいと存じます。

－ 29 －

第1号　剰余金処分議案
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）
２名は任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取
締役を除く。）２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しまして、当社の監査等委員会は全ての取締役候補者
について適任であると判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであ
ります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

１

い し

石
ば し

橋
け ん

健
ぞ う

藏
(1968年11月９日生)

2000年 ６月 当社取締役経営企画室長

1,442,393株

2001年10月 同常務取締役生産部長
兼経営企画室長

2003年 ３月 同代表取締役社長(現任)
(重要な兼職の状況)
白山工業株式会社　　代表取締役
日昭株式会社　　　　代表取締役
オーベクス株式会社　社外取締役

取締役選任理由
当社の代表取締役社長として豊富な経験、実績、見識を有しており、リーダー
シップを発揮して経営の重要事項の決定及び業務執行を行うのに適任である
と判断したことから取締役候補者といたしました。

２

た

田
ご

子
 

　
かおる

薫
(1955年８月４日生)

2009年12月 当社経営企画室長

11,723株

2010年 ７月 同経営企画室長
兼海外営業部担当部長

2011年 ６月 同取締役経営企画室長
兼海外営業部担当部長

2011年 ８月 同取締役経営企画室長
2015年 ４月 同取締役技術開発推進

部長
2017年 ６月 同専務取締役技術開発

推進部長(現任)
取締役選任理由
当社の経営に関する豊富な経験、実績、見識を有しており、経営の重要事項の
決定及び業務執行を行うのに適任であると判断したことから取締役候補者と
いたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．所有する当社株式の数には役員持株会名義で所有する持分株式を含んでおります。

－ 30 －

第2号　取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名選任議案
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名は任期満了とな
ります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいた
したいと存じます。
　なお、本議案に関しまして、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

１

こ

小
せ き

関
 

　
はじめ

肇
(1960年９月22日生)

1984年 ３月 当社入社

6,949株
2009年 ４月 同内部監査室長
2012年 ６月 同常勤監査役
2016年 ６月 同取締役

（常勤監査等委員）(現任)
取締役選任理由
入社以来、製造、営業、経営企画、内部監査等広範な部門における豊富な経験
と幅広い知見を有し業務全般に精通しておりますことから、当社経営を監督す
る監査等委員である取締役として、その責務を適切に遂行できるものと判断い
たしました。

２

は

波
こ う

光
ふ み

史
な り

成
(1969年９月５日生)

1998年 ４月 公認会計士登録

5,800株

2004年 ６月 当社社外監査役
2011年 ６月 税理士法人レゾンパート

ナーズ代表社員（現任）
2016年 ６月 東洋製罐グループホールディングス

株式会社　社外監査役（現任）
2016年 ６月 当社社外取締役

（監査等委員）（現任）
（重要な兼職の状況）
税理士法人レゾンパートナーズ　代表社員
東洋製罐グループホールディングス株式会社　社外監査役

社外取締役選任理由
公認会計士・税理士としての見識と経験を有し、企業会計の実務に長年にわた
り携わっていることに加え、他社での社外役員の経験を有しております。同氏
は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与されたことはあ
りませんが、上記理由により社外取締役としてその責務を適切に遂行できるも
のと判断いたしました。なお、同氏は、現在、当社の監査等委員である社外取
締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって４年となります。
また、同氏は、過去に当社の業務執行者ではない役員であったことがありま
す。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

３

か み

神
や

谷
そ う

宗
の

之
す け

介
(1974年６月25日生)

1996年11月 司法試験合格

2,749株

1999年 ４月 弁護士登録（東京弁護士会）
2005年 １月 ニューヨーク州弁護士登録
2007年 １月 神谷法律事務所開設
2008年 ６月 株式会社日本デジタル研究所

社外監査役（現任）
2009年 ８月 株式会社パシフィックネット

社外取締役（現任）
2015年 ６月 当社社外取締役
2016年 ６月 当社社外取締役

（監査等委員）（現任）
（重要な兼職の状況）
神谷法律事務所　所長
株式会社パシフィックネット　社外取締役
株式会社日本デジタル研究所　社外監査役

社外取締役選任理由
弁護士として培ってきた豊富な経験と専門知識、並びに高い法令遵守の精神を
有していることに加え、他社での社外役員の経験を有しております。同氏は、
過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与されたことはあり
ませんが、上記理由により社外取締役としてその責務を適切に遂行できるもの
と判断いたしました。なお、同氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締
役でありますが、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって５年
となります。また、同氏は、過去に当社の業務執行者ではない役員であったこ
とがあります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．波光史成氏及び神谷宗之介氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、波光史成氏及び神谷宗之介氏を東京証券取引所に独立役員として届け出て
おり、両氏が選任される場合は改めて独立役員として届け出る予定であります。

　　　４．所有する当社株式の数には役員持株会名義で所有する持分株式を含んでおります。

－ 32 －
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備
え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じ
ます。
　なお、本議案に関しまして、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

か

加
と う

藤
ゆ う

雄
い ち

一
(1950年２月１日生)

2013年 ６月 株式会社アドバネクス
代表取締役会長

－株（重要な兼職の状況）
株式会社光・彩　　社外取締役
川田工業株式会社　社外取締役

補欠の社外取締役選任理由
経営者として豊富な経験を有していることから、当社経営に対し有益なご意
見や率直なご指摘をいただくことで、経営意思決定の健全性、適正性の確保
と透明性の向上に資することが期待できるためであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．同氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

３．同氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監
査等委員である取締役に選任された場合、当社は同氏を独立役員として届け出る予
定であります。

以上

－ 33 －
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株主総会会場ご案内図
ＴＫＰ赤坂駅カンファレンスセンター　ホール14Ｂ
東京都港区赤坂２丁目14番27号　国際新赤坂ビル東館14階

電　話（０３）５５７２－７８１１

ホテルグランド
フレッサ赤坂

赤坂
ＡＣＴ
シアター

赤坂
ＢＬＩＴＺ

赤坂
サカス

浄土寺

赤坂Ｂｉｚ
タワー

赤坂通
郵便局

山王
パークタワー

山王日枝神社

ザ・キャピトル
ホテル東急

東京メトロ銀座線

外
堀
通
り

赤坂
駅

溜
池
山
王
駅

サンヨー
赤坂ビル

国際新赤坂
ビル東館14階国際新赤坂

ビル西館

国際
赤坂ビル

東京メトロ
千代田線

東京メトロ千代田線 赤坂駅 ５ａ出口 直結１分
東京メトロ銀座線、南北線 溜池山王駅 10番出口 徒歩７分

昭和化学工業株式会社　第93期定時株主総会
午前　９時　開場
午前１０時　開始

　ご来場いただきました株主様にお配りしておりましたお土産は、第91期定
時株主総会より廃止させていただきました。ご了承賜りますようお願い申し
あげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




